
静岡県交通基盤部所管県営漁港整備事業事前評価実施要領 

 
 
 （趣 旨） 
第１条 この実施要領は、静岡県交通基盤部所管公共事業事前評価実施要綱(以下「要

綱」という)第７条の規定に基づき、漁港整備事業の効率的・効果的な執行に関し、  

必要な事項を定めるものとする。 
 
 
 （対象とする事業） 
第２条  評価をする対象事業は、漁港整備事業及び漁港海岸整備事業のうち、次に掲

げるものとする。 
１ 水産基盤整備事業 

２ 農山漁村地域整備交付金 

３ 地方創生港整備推進交付金 

４ 漁港機能増進事業 

５ 浜の活力再生・成長促進交付金 

６ 海岸保全施設整備事業 

７ 生活環境整備事業、生活環境関連事業 

 
 
 （評価項目） 
第３条 評価項目は、別紙１のとおりとする。 
 
 
 （実施箇所の選定） 
第４条 実施箇所の選定に当たっては、別表１の評価指標等により、総合的に判定する  

ものとする。 
 
 
 （実施箇所の公表） 
第５条 要綱第６条の規定による公表は、別紙２、別紙３、別紙４により行うものとす

る。 
 
 
   附 則 

１ この要領は、平成２０年７月２５日から施行する。 
  ２ 本要領の施行に伴い、静岡県農業水産部所管県単独県営漁港整備事業に係る 

事前評価実施要領（平成１６年３月３１日）は廃止する。 
３ 令和４年３月３０日改正 

 
 



別紙１

評価項目

 評価指標 評価細目

・漁港（海岸）の重要度

・総合計画等での位置付け

・他事業との連帯

・地元の要望や参画

・漁場環境等の保全及び改善

・就労環境の改善

・生産流通の効率化

・地震・津波対策等の施設整備

事業効果指標 ・事業進度の状況

評価様式 別表１

施策別指標

地域指標



県単独県営漁港整備事業における評価方式

別表１

内　　容 点数 内　　容 点数 内　　容 点数

①漁港（海岸）の重要度

AAA AAA AA A

②総合計画等での位置付け

④地震・津波対策等の施設整備

AA AA Ａ

評価方法

  ”Ａ”の数が多いものを優先する。  ”Ｃ”があるものは事業執行を見合わせる。

配　　　点　　　の　　　考　　　え　　　方

地元等から反対されて
おり、予定事業期間に賛
同を得られない。

地元等からの要望があ
る。又は、地元等の同意
が得られている。

Ｃ

A継続箇所

３．事業効果指標

　事業進度の状況

事業の進度から、効率
的な事業執行を評価す
る。

AA

事業を行うことにより、地
震や台風等の防災対策
効果から事業の必要性
を評価する。

AA

地元等からの要望があ
り、計画や維持管理方法
について地元等との協
働により策定している、
又は策定中である。

AA

A

AA

老朽化等による改良の
緊急性を評価する。

２．施策別指標

周辺環境への調和、自
然環境の維持・再生へ
の関連を評価する。

④地元の要望や参画

地元からの要望の有無
や、事業の計画や維持
に関する協働作業への
参画の状況を評価する。

③生産流通の効率化

１．地域指標

事業を行う漁港（海岸）
別に影響がおよぶ規模
を評価する。

特定第３種若しくは海岸
事業箇所付近の海水客
数が年間１００千人以
上、又は防護人口が１０
千人以上

総合計画や基本計画等
の上位計画への位置付
け及び地域の発展・活
性化に寄与する事項を
評価する。

A

合           計

②就労環境の改善

AAA

老朽化等により、現状で
は安全性が保たれない
ため、早期の対応が必
要。

緊急輸送路、耐震岸壁、
津波対策施設等の整備
である。

老朽化等により、数年後
には安全性が保たれなく
なることが予想される。

ＡAAA

配点項　　　　　　　　　　目

施工時期、施工位置等、
補助事業等の他事業と
関連がある。

補助事業等の他事業と
の関連から、整備の一
体性と相乗効果を評価
する。

③他事業との連帯

A

AA

事業を行うことにより、生
産性、利便性の向上が
図られることを評価す
る。

①漁場環境等の保全及び改善

完了箇所

左記以外の自然災害防
止のための整備である。

AA

事業を行うことにより、生
産性、生産労働効率化、
利便性の向上が図られ
る。

環境や景観に配慮し、港
内及び周辺の水質・底
質等の保全・改善が見
込まれる。

第２種若しくは海岸事業
箇所付近の海水客数が
年間２０千人以上、又は
防護人口が２千人以上

関連する上位計画等が
ある。

A

AA

AA AA
関連する上位計画等が
２つ以上ある。

第４種、第３種若しくは海
岸事業箇所付近の海水
客数が年間５０千人以
上、又は防護人口が５千
人以上

AA



別紙2

事業名 路線・河川名等 市町村名 字名等 事業概要 事業費（千円)

公  共  事  業  実  施  予  定  箇  所



別紙３ 

●年度  水産庁所管補助・交付金事業  新規事業箇所調書 

                                          （漁港整備課）    

事業名  

漁港(海岸)名･施設名      ・ 所在市町  

事業費         百万円 事業期間   ～   

事業概要、目的 

費用対効果(B/C)  総費用  総便益  基準年  

費用対効果分析の手法 

 

評価指標、項目 
 

事業概要図 

 

 



１．事業概要

事 業 名

漁 港 ・ 海 岸 名 箇 所 名

工 種

２．整備目的

３．評価項目

細 目

Ⅰ.地域指標
①漁港（海岸）の重要
度

②総合計画等の位置付
け

③他事業との連携

④地元の要望や参画

Ⅱ．施策別指標
①漁場環境等の保全及
び改善

②就労環境の改善

③生産流通の効率化

④地震・津波対策等の
施設整備

Ⅲ．事業効果指標 事業進捗の状況

●年度  港湾局所管県単独事業  新規事業箇所調書（漁港）

評 価 項 目

評 価 指 標

評価

判 定 根 拠

別紙４


